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要旨　本研究では，札幌市におけるコンビニエンスストアの立地条件について，GIS を用い

て空間的自己相関分析を行う。Global Moran’s I は，地域内のコンビニ店舗数と人口との

空間的自己相関の有無を示すことができ，そして Getis-Ord   は，ホットスポットあるい

はコールドスポットを特定することができる。したがって，これらの相関関係からコンビニ

各社の出店立地の特徴を明らかにする。
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Abstract　In this research, Spatial Autocorrelation analysis is performed using GIS 

for the location of convenience stores in Sapporo.　GIS enables the presence or ab-

sence of spatial autocorrelation between the number of convenience stores in an area 

and the population, and identifies Hot Spots or Cold Spots, employing both Spatial Autocor-

relation（Global Moran’s I）and Hot Spot Analysis（Getis-Ord  ）.　Therefore, the 

characteristics of the opening locations of convenience stores are clarified from these 

correlations.
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１．は　じ　め　に

GIS（Geographic Information System：地理情報システム）は，橋本（２０１６）によ

れば，「コンピューター上で空間データと属性データを統合してデータベースを構築し，

それを検索・分析・表示（可視化）できるようにしたシステムである。」と定義している。

また，関根（２０１８）では，「地理情報の重要性を社会に認識させるとともに，地理学にお

いても研究対象や分析方法，研究成果に大きな変化をもたらしている。」としている。さ

らに，河端（２０１８）は，GIS を利用することで「位置情報を軸として様々なデータを重ね

て表示したり，統合したりでき」，経済分野・政策分野においても活用が進んでいると述

べている。

このような流れの中，GIS を活用してコンビニエンスストアの立地分析（以下，コンビ

ニ立地分析）が行われており，平下（２００８），河端（２０１５，２０１８），橋本（２０１６），大場

（２０１９）などが挙げられる。特に橋本（２０１６）は，札幌市のコンビニ立地分析について，

各社の商圏を設定し，当該圏内の人口とチェーンごとの立地戦略を分析している。但し，

分析結果は，ベースとしたｉタウンページに依存しており，サンクスなど，現在ではサー

クルＫサンクスからファミリーマートに統合された分析対象もある。平下（２００８）は，コ

ンビニエンスストア商圏（以下，コンビニ商圏）を徒歩５分圏内として，バッファー ３５０m 

を設定し，橋本（２０１６）もこれに沿っている。薬師寺・高橋（２０１２）では，買物弱者を推

計する視点からコンビニ商圏をバッファー ５００m と設定し，大場はこれに沿った東京都心

のコンビニエンスストアの立地に関しての分析を行っている。したがって，橋本（２０１６）

ではコンビニ商圏内の総人口の算出などによる分析は行われているが，立地分析に特化し

ている傾向が見られる。一方で，大場（２０１９）は，薬師寺・高橋（２０１２）に沿っており，

コンビニ商圏内の総人口に加えて，６５歳以上人口，７５歳以上人口などの高齢者を対象とし

た人口との関連性も分析し，買物弱者の割合などを明確にしている。ここで，河端（２０１８）

が「距離の近い値が遠い値よりも強く関連している」と Tobler（１９７０）の「地理学の第

一法則（the first law of geography）」を引用しているように，空間的自己相関分析の重

要性が存在する。このような中で河端（２０１５，２０１８），大場（２０１９）は，東京都心のコン

ビニエンスストアの立地条件の検証として空間的自己相関分析を行っており，上述のコン

ビニエンスストアの立地条件の分析のベースとなる論文の１つと位置付けることができる

だろう。
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本研究では，橋本（２０１６）の札幌市のコンビニ立地分析について，まず，コンビニエン

スストア大手のセブンイレブン，ファミリーマート，ローソン，そして，北海道独自路線

を戦略とするセイコーマートとし，アップデートされたｉタウンページのデータベースを

新たに作成する。そして，Anselin（１９９５）が提案したローカル・モラン統計量の局所的

統計量を用いた探索的な空間データ分析の応用例として，河端（２０１５，２０１８），鈴木ほか

（２０１９）などの空間的自己相関分析は，橋本（２０１６），大場（２０１９）では明確に行われな

かった分析手法に対して，新たなコンビニエンスストア各社の立地条件の分析に応用する。

札幌市におけるコンビニエンスストアの立地条件の分析については，橋本（２０１６）など

の貢献によりコンビニ各社の店舗立地戦略は，GIS 描画による空間データの視覚化により

明確化されてきたが，GIS を用いて空間的自己相関分析を行うことで，GIS により地域内

のコンビニ店舗数と人口との空間的自己相関の有無を示すことができ，かつホットスポッ

トあるいはコールドスポットを特定することができる。日本の所得格差についての分析で

は，探索的空間データ分析を行った Tamesue et al.（２０１３）などの例もある。さらにコン

ビニ商圏内の人口に関しては，GIS を活用することで，橋本（２０１６），大場（２０１９）によ

る分析から人口密度によるバファー内面積による按分から人口密度を算出し，総人口，６５

歳以上人口，そして，７５歳以上人口なども算出し，これらの相関関係からコンビニ各社の

出店立地の特徴を明らかにするとともに，買物弱者との相関関係も見ることができる。

本研究では，GIS を利用し札幌市のコンビニエンスストアの出店情報を地図化するため

に，国土地理院が提供する基盤地図情報をもとに札幌市の地図情報を入手し，かつ政府統

計オープンデータである e-Stat ２０１５年国勢調査（小地域）から札幌市の境界データおよ

び人口などの統計データを入手する。そして，最新の NTT タウンページ『ｉタウンペー

ジ』から札幌市のコンビニエンスストアの店舗情報を入手し，東京大学空間情報科学研究

センターが提供する『CSV アドレスマッチングサービス』を利用し，空間情報を付加す

る。これらの準備をもとに GIS のソフトウェアを利用し空間的自己相関分析を試みること

で，札幌市におけるコンビニエンスストアの立地条件について，人口との相関関係からコ

ンビニ各社の出店立地の特徴を明らかにし，かつ６５歳以上の人口から買物弱者をどの程度

カバーできる可能性があるかを検証する。
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２．分　析　方　法

　２.１．分析対象と使用データ

本研究では，橋本（２０１６），河端（２０１５，２０１８），大場（２０１９）のコンビニエンスストア

の立地条件の分析を基礎とし，北海道札幌市の市町村を対象地域とする。

分析には，政府統計の総合窓口（e-Stat）より入手できる「２０１５年国勢調査小地域」の

「境界データ・統計データ」のオープンデータを使用する。境界データは，［０１０００ 北海道

全域］から札幌市の地図描画を行い，統計データは，［年齢別（５歳階級，４
　

 区分）］を使

用する。したがって，（６５歳以上人口）などの高齢者人口は比較的容易に使用可能である

が，総人口については，（１５歳未満人口）＋（１５～６４歳人口）＋（６５歳以上人口）として算出

してデータを使用する。また，国土地理院の Web サイト「基盤地図情報ダウンロードサー

ビス」より入手できる基本項目をシェープファイルに変換し使用する。札幌市のコンビニ

エンスストアの店舗情報に関しては，NTT タウンページ『ｉタウンページ』から抽出し，

東京大学空間情報科学研究センター『CSV アドレスマッチングサービス』から空間情報を

付加した上でポイントデータとして加工し使用する。

２.２．バッファーによるコンビニ商圏データ

まず分析の準備として，札幌市のコンビニエンスストアの基本情報は，前述のように 

NTT タウンページの『ｉタウンページ』から住所等を入手し，東京大学空間情報科学研

究センターが提供する『CSV アドレスマッチングサービス』からポイントデータを作成し

シェープファイルとし視覚化する。なお，札幌市のコンビニエンスストアの店舗は，２０１９

年３月末現在のものとする。

次に GIS を用いてバッファーによるコンビニ商圏を作成し，データ化と視覚化を行う。

バッファーによる商圏データ作成には，大場（２０１９），薬師寺・高橋（２０１２）に基づき，

コンビニエンスストアからの距離が ５００m のバッファー（以下，コンビニ商圏 ５００m バッ

ファー）を作成する。橋本（２０１６）は ３５０m，河端（２０１５，２０１８）は ４００m を商圏として

設定しているが，買物弱者を考慮した ５００m 圏内を想定する。大場（２０１９）では，「食料

品や生活必需品の買物に困難を感じる人」と買物弱者が定義されており，薬師寺・高橋

（２０１２）は，「生鮮食料品販売店舗まで ５００m 以上の人口を推計することを考える。」とし

ており，本研究では，コンビニエンスストアが生鮮食料品販売店舗の１つとして考えるこ
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とで，２０１５年国勢調査小地域の［年齢別（５歳階級，４
　

 区分）］統計データから入手され

る［６５歳以上人口］を，河端（２０１５，２０１８）が定義するように高齢者と考え，総人口とと

もにコンビニエンスストアの商圏カバー率の分析対象とするためである。

２.３．札幌市におけるコンビニ商圏内の人口と空間パターン

まず札幌市におけるコンビニ商圏内の人口と空間パターンは，GIS を用いた国勢調査小

地域データによる札幌市町村単位の人口及び人口密度のデータ（以下，札幌市国勢調査小

地域データ）の視覚化をおこなう。

次に GIS を用いた札幌市国勢調査小地域データとコンビニ商圏 ５００m バッファーとの

オーバーレイを作成し，河端（２０１５，２０１８），橋本（２０１６），大場（２０１９）に沿った形で面

積按分法によりコンビニ商圏 ５００m バッファー内の総人口，６５歳以上人口を算出しデータ

化と視覚化を行う。なお，NTT タウンページの『ｉタウンページ』から入手した２０１９年

３月末現在のセブンイレブン，ファミリーマート，ローソン，セイコーマート，その他の

全店舗数は１,０２８店である。したがって，コンビニ商圏 ５００m バッファーのシェープファイ

ルについては，全店舗バッファー，および北海道独自店舗を展開するセイコーマート，そ

して，セブンイレブン，ファミリーマート，ローソンの各社の店舗バッファーを作成し視

覚化する。

さらに，札幌市におけるコンビニ商圏の立地条件は，まず大域的空間的自己相関分析に

よりコンビニエンスストア店舗と商圏内人口との間で分析される。橋本（２０１５，２０１６）で

はカーネル密度推定によりコンビニエンスストアの各社の出店立地状況を分析しているが，

本研究では，これに代わり局所的空間自己相関分析からホットスポットやコールドスポッ

トを特定し，コンビニエンスストアの各社の出店立地条件等の視覚化を行う。またこれら

の分析は，コンビニ商圏 ５００m バッファー内の総人口，６５歳以上人口との空間的自己相関

分析であることから，買物弱者のカバー率等についても視覚化が可能であり，各社の出店

立地の固有の特徴を視覚化する。

そして，橋本（２０１６）では，札幌市の地価の最高地価点からの距離からのコンビニエン

スストアの距離帯別店舗数を分析しているが，本研究では，札幌市のコンビニ商圏 ５００m 

バッファーから地理的分布特性の算出を行い，加重平均中心の算出から札幌市の地理的平

均ポイントからのバッファー（５００m）を求め，コンビニエンスストアの各バッファー内店

舗数を視覚化し，コンビニエンスストア各社の出店の特徴を検証し，橋本（２０１６）の検証

結果と比較する。
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２.４．大域的空間的自己相関

次に札幌市のコンビニエンスストア店舗とコンビニ商圏 ５００m バッファー内人口との 

間の空間パターンについては，河端（２０１８），貞弘ほか（２０１８）等の分析にしたがい大 

域的空間的自己相関の指標である Global Moran’s I 統計量により分析する。Global 

Moran’s I 統計量は次式で示される。

　　  　�　

　　  　�　

ここで， は札幌市内コンビニエンスストア店舗数（サンプル数），コンビニ商圏バッ

ファー ５００m 地域 ， の属性値をそれぞれ ， （総人口，６５歳以上人口）， は属性

値の平均，  は当該地域 ， 間の空間的な位置関係に基づく重み要素を表すものとし，

 ， が隣接する場合に１，隣接しない場合に０としておくものとする。式�において  

は空間的重み要素の総和とし，１
　

 に標準化する。帰無仮説はコンビニ商圏バッファー ５００m 

地域属性値が解析範囲内での空間パターンがランダム分布していることとする。

　Moran’s I 統計量の指標として， スコア（標準偏差），期待値，分散とし，それぞれ

次式で計算される。

　　  　�　

　　  　�　

　　  　�　

以上から式�～式�により Moran’s I の値が計算され，－１から１の間の値をとり， 

値を測定する。 値が統計的に有意であり，かつ スコアが正の値をとるとき帰無仮説は

棄却され，高い値あるいは低い値で属性値の空間パターンがクラスタ化（正の空間的自己

相関）していることが示される。一方， 値が統計的に有意であり，かつ スコアが負の

値をとるとき帰無仮説は棄却され，高い値あるいは低い値で属性値の空間パターンが分散

分布（負の空間的自己相関）していることが示される。また， 値が統計的に有意ではな
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い場合，帰無仮説は棄却されず，ランダム分布であることを示すものとされる。

２.５．局所的空間的自己相関

次に札幌市のコンビニエンスストア店舗とコンビニ商圏 ５００m バッファー内人口との間

の空間パターンについては，河端（２０１８），貞弘ほか（２０１８）等の分析にしたがい局所的

空間的自己相関の指標である Getis-Ord   統計量によりホットスポット分析を行う。

Getis-Ord   統計量は，統計的に有意な高い値の空間クラスターであるホットスポット

（平均値以上の集積）や低い値の空間クラスターであるコールドスポット（平均値以下の

集積）の存在を特定することができる検定統計量であり，次式で示される。

　　
  

　�　

　　  　�　

　　  　�　

Getis-Ord   の統計値は，Global Moran’s I 統計量の指標と同様に スコアで示され

る。計算結果は，コンビニ商圏 ５００m バッファー内の総人口または６５歳以上人口について，

以下の４つのタイプに分類される。

まず，「High-High Cluster」（HH）はバッファー内人口等が高い値の空間クラスター，

「High-Low Outlier」（HL）は隣接エリアよりもバッファー内人口等が高い空間的外れ値，

「Low-High Outlier」（LH）は隣接エリアよりもバッファー内人口等が低い空間的外れ値，

「Low-Low Cluster」（LL）はバッファー内人口等が低い値の空間クラスターであること

を特定し，コンビニエンスストア店舗の集積度合いを分析することを可能とする。

２.６．地理的中心

札幌市のコンビニエンスストア店舗とコンビニ商圏 ５００m バッファー内人口との間の空

間パターンについては，河端（２０１８）等にしたがい，本研究では地理的中心または加重平

均中心を特定し，橋本（２０１６）の分析である札幌市の最高地価点からの距離帯別のコンビ

ニ商圏の人口とコンビニエンスストアの各チェーンの立地戦略の考察に代わるものとして
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行う。橋本（２０１６）の最高地点の検証によれば，札幌駅より大通り方向へ少し南寄りであ

り，本研究では，実際のコンビニエンスストアの立地の中心を探ることで，そこからの距

離帯別の立地戦略を検証することである。

地理的中心を考察する際には，河端（２０１５，２０１８），橋本（２０１６），貞弘ほか（２０１８），

大場（２０１９）等の分析にしたがい「空間参照」として直接参照である「座標による空間参

照」として空間情報を地球上の位置と関連付けている。本研究においても，すべて「投影

座標系」である「平角直角（XY）座標」で位置情報を示している。

そこで河端（２０１５，２０１８）にしたがい地理的中心のＸ，Ｙ座標は，

　　 ，  　�　

として同様に計算され特定化される。ここで， は札幌市内コンビニエンスストア店舗数

（サンプル数），コンビニ商圏バッファー ５００m 地域 のＸ，Ｙ座標をそれぞれ  ，  と

し， は当該地域 の空間的な位置関係に基づく重み要素を表すものとする。これらの計

算により橋本（２０１６）の札幌市の最高地価点からの距離帯別のコンビニエンスストアの立

地戦略の分析に代わるポイントを特定し分析することが可能となる。

３．分　析　結　果

　３.１．札幌市コンビニ商圏の大域的空間的自己相関と空間パターン

札幌市のコンビニエンスストアの『ｉタウンページ』から入手した１,０２８店舗（その他の

個別店舗１９店舗含む）についてのコンビニ商圏を ５００m バッファー（各店舗の領域を重複

せず繋げた状態のバッファー）で設定した場合の商圏内人口密度および商圏内６５歳以上人

口密度（町丁単位）の Moran’s I 統計量を図１，図２に示す。ここで，町丁単位で推計す

る場合，面積の違いがあるため人口を面積で割った人口密度として推計する。

ここで図１から商圏内人口密度の分析では，Moran インデックスが０.２８１９１８， スコア

が１０２.９５２６１５， 値が０.００であり，図２から商圏内６５歳以上人口密度の分析では，Moran 

インデックスが０.１５４６４７， スコアが５６.５３０５６２， 値が０.００であり，共に有意水準１％で

帰無仮説（ランダム分布）が棄却され，札幌市のコンビニ商圏内人口密度および６５歳以上

人口密度（町丁単位）は空間的にクラスタ化（正の空間的自己相関）していると言えるの

で，コンビニエンスストアの立地条件の１つとして人口の条件が存在することが分かる。
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まず，コンビニ商圏内人口密度では，中央区，東区，西区，北区，南区，白石区，豊平

区の札幌駅周辺および JR 沿線では人口密度が比較的高く（赤），北区，東区，南区，白

石区，豊平区の札幌駅周辺および JR 沿線から離れた地域，および手稲区，厚別区，清田

区では人口密度が低く（青）分布しているが，札幌市全体では正の空間的自己相関がある

と分析されるため，比較的人口密度の高い札幌駅周辺および JR 沿線に出店の傾向がある

と言えよう。

また６５歳以上人口密度でも正の空間的自己相関があることから，札幌市内の場合には６５

歳以上人口密度の高い地域に出店傾向があると言えるので，買物弱者に対するケアをコン

ビニエンスストアが役割を担っている可能性があると言えるだろう。
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図１　コンビニ商圏（５００m）内人口密度分布と Global Moran’s I 統計量

人口密度（総人口/m２）

図２　コンビニ商圏（５００m）内６５歳以上人口密度分布と Global Moran’s I 統計量

６５歳以上人口密度（６５歳以上人口/m２）



表１では空間的自己相関分析を行ったデータを整理したものである。図３からはコンビ

ニチェーン店を全て合わせてみるとコンビニ商圏を ５００m と設定した場合，商圏内人口お

よび６５歳以上人口ともに概ね８０％以上をカバーしていることが分かる。ただし，札幌市の

各区別の店舗数には，かなりの隔たりがあることが分かる。

そこで，次に札幌市の人口を考慮したコンビニ商圏の地理的中心を特定し，橋本（２０１６）

の分析である札幌市の最高地価点からの距離帯別の店舗数の分析に置き換えるものとして

用いる。コンビニエンスストアの各チェーンの立地戦略については３.３．で述べることと

し，まず３.２．では，地理的中心からの距離帯別の店舗数，コンビニ商圏内人口密度との

空間的自己相関，および局所的自己相関分析からホットスポット分析を試みる。
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表１　札幌市内コンビニエンスストア店舗数およびコンビニ商圏内店舗数

手稲区西区南区清田区豊平区厚別区白石区東区北区中央区札幌市全店舗

５６９３５８３４１０４４１９０１７９１２５２３８１,０２８店舗数

１４０,５６５２１３,１１８１４４,２３６１１６,９７７２１８,０７４１２７,５９１２０８,３８４２６０,４６６２８１,４５９２３５,８６０１,９４６,６９４人口（人）

１２２,５５０１９８,２３３１０８,５７５９０,７３７２０５,９７８１０３,９７４１８０,２１７２４７,５９４２４６,８５１２３０,３２０１,７３５,０１０
コンビニ商圏
内人口（人）

８７％９３％７５％７８％９４％８１％８６％９５％８８％９８％８９％（カバー率）

３８,５６１５４,８６５４５,４８４３０,１５９５１,４５８３５,７１３４７,８７９６１,４４８６９,３３１５１,４０７４８６,３０５６５歳以上人口

３３,１５２４９,９５６３４,３１８２４,２９３４７,８５７２８,０４８４０,８２８５８,０２７６１,１１１４９,２７３４１６,６４４
コンビニ商圏
内６５歳以上
人口（人）

８６％９１％７５％８１％９３％７９％８５％９４％８８％９６％８６％（カバー率）

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

図３　札幌市各区のコンビニ店舗数とコンビニ商圏内人口カバー率



３.２．札幌市コンビニ商圏の局所的空間的自己相関と地理的中心

札幌市のコンビニエンスストアの『ｉタウンページ』から入手した１,０２８店舗（その他の

個別店舗１９店舗含む）についてのコンビニ商圏内人口密度の Getis-Ord   の統計量を計

算し，統計的に有意な高い値の空間クラスター（ホットスポット）と低い値の空間クラス

ター（コールドスポット）および札幌市のコンビニ商圏の地理的中心を特定し図４に示す。

図４からは，コンビニ商圏内人口のホットスポット（HH：赤）は，札幌市の東部の白

石区，厚別区，豊平区，清田区にほぼ集中していることが分かる。また，札幌市の西部の

西区，手稲区の JR 沿線のみ集中している。コールドスポット（LL：青）は，札幌市の中

央区，東区，南区にみられる。札幌市の南部の南区は，定山渓までが区域内であり，ほと

んどコンビニエンスストア自体が存在せず，完全な空白領域であることも分かるだろう。

次に地理的中心からの距離帯別の店舗の状況を分析すると，地理的中心がほぼ札幌駅の

上にあることが分かる。したがって地理的中心からの距離帯別では５km～１５km までの範

囲内でも JR 沿線にコンビニ商圏が東西に幅広く点在し，ホットスポットも同様な状況で

広がっている。コールドスポットは，札幌市の中央区の地理的中心からの距離帯別で中心

から２km，東区の地理的中心からの距離帯別の５km～１０km，南区の地理的中心からの

距離帯別では５km～１０km にみられる。したがって，地理的中心である札幌駅周辺は通

勤・通学者の日中の人口を要因として考慮することが必要かもしれない。

しかし，このようなコンビニ商圏の状況ではあるが，札幌市全域での人口カバー率およ

び６５歳以上人口カバー率は８５％以上であることから，札幌市の住民が全域に分散して居住

しているのではなく，東部および西部の JR 沿線などに集中して居住していることにも要
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図４　地理的中心からの距離帯別コンビニ商圏（５００m）と

ホットスポット・コールドスポット（Getis-Ord  ）

空間重み行列：１次隣接行列（queen 型）

Getis-Ord  　地理的中心からの距離帯

（Km）



因があると思われる。札幌市におけるコンビニエンスストアの各チェーンの立地戦略につ

いては，鉄道沿線の要因も併せて分析の対象とすべきことを示唆しているだろう。

３.３．札幌市の各チェーン店舗のコンビニ商圏の局所的空間的自己相関と地理的中心

前節の分析からは，札幌市におけるコンビニエンスストアの各チェーンの立地戦略につ

いては，コンビニ商圏内人口（密度）を考慮したうえで出店していること可能性の存在は

確かめられたが，各チェーンの出店戦略についての特徴は，改めて各チェーンに対象を絞

り込み分析を行う必要がある。そこで，本節では，セブンイレブン，ファミリーマート，

ローソンの大手３社と北海道独自戦略を展開するセイコーマートについて各チェーンでの

分析を試みる。またコンビニ商圏は ５００m バッファー（各店舗を独立した領域をもつ重複

した状態のバッファー）で設定した場合とし，コンビニ商圏内人口との空間的自己相関を

分析する。

橋本（２０１６）では，札幌市の最高地価点からの距離帯別のコンビニ商圏内人口を検討し，

各チェーンの立地戦略を分析している。分析結果として，『３km 圏より内側ではローソ

ン，３
　

 ～４km 圏ではサンクス（現在，ファミリーマートとする），４
　

 ～５km 圏ではセブ

ンイレブン，それより外側ではセイコーマートの比率が比較的大きい。』と分析している。

そこで本研究では，橋本の分析を大域的空間的自己相関分析，局所的空間的自己相関分析，

そして地理的中心の特定により検証する。本研究ではコンビニ商圏と地価との相関関係は

分析の対象としておらず，橋本の最高地価点からの距離帯別店舗数の分析を行わない。し

かし，分析の結果からコンビニ商圏内人口の地理的中心も橋本の分析の最高地価点も，ほ

ぼ札幌駅周辺である。本研究の地理的中心が札幌駅の上に特定したのに対して，橋本の最

高地価点は札幌駅から南に道路を１本隔てた辺りを特定しているが，距離帯別の分析につ

いては，両者を比較可能と判断し検証を進めるものとする。

３.３.１．セイコーマート

まず，札幌市セイコーマート店舗数およびコンビニ商圏内人口等について，分析結果を

表２，図５で整理しておく。

セイコーマートは，北海道独自戦略をとるチェーンであり特徴的な出店戦略が見てとれ

る。例えば，店舗数ではセブンイレブンと同様に３００店舗以上である中，コンビニ商圏内

６５歳以上人口でカバー率が全ての区で５０％以上であるなどの他のチェーンでは決して見ら

れない出店傾向がある。
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次に札幌市のセイコーマートについてのコンビニ商圏を ５００m バッファーで設定した場

合の商圏内人口の Moran’s I 統計量の有意性について図６に示す。中央区の札幌駅周辺
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表２　札幌市セイコーマート店舗数およびコンビニ商圏内人口

手稲区西区南区清田区豊平区厚別区白石区東区北区中央区札幌市セイコーマート

２２２９２４１２３４１４３６４２４６５２３１１店舗数

８３,２１３１４７,２４４７９,９７３４８,３６８１６９,１２７５８,７２２１５８,３５７１９９,７８９１６８,２５０１９５,２６７１,３０８,３１０
コンビニ商圏
内人口（人）

５９％６９％５５％４１％７８％４６％７６％７７％６０％８３％６７％（カバー率）

２３,９８９３６,１９４２５,００５１３,５５３３７,９８１１６,９４３３５,５３８４６,３３２３９,３０８４１,３１０３１６,１５３
コンビニ商圏
内６５歳以上
人口（人）

７２％７２％７３％５６％７９％６０％８７％８０％６４％８４％７６％（カバー率）

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

図５　札幌市各区のセイコーマート店舗数とコンビニ商圏内人口カバー率

図６　セイコーマート・コンビニ商圏（５００m）内人口分布と Global Moran’s I 統計量

人口（人）



は，全コンビニエンスストアからのコンビニ商圏内人口密度は高い値であり，セイコー

マートの店舗ごとのコンビニ商圏内人口を集計した値でも高い値を示しており，出店立地

条件として空間的自己相関が存在することを示唆するものである。

札幌市のセイコーマートについてのコンビニ商圏内人口の Getis-Ord   の統計量を計

算し，統計的に有意な高い値の空間クラスター（ホットスポット）と低い値の空間クラス

ター（コールドスポット）を特定し，札幌市のコンビニ商圏の地理的中心を特定したもの

を図７に示す。

図６，図７から，ホットスポット（HH：赤）は中央区，東区，西区，豊平区に見られ，

コールドスポット（LL：青）は地理的中心の札幌駅周辺から離れた西区，南区に見られ

る。これは南部の南区は，定山渓までが区域内であり，セイコーマートは，手稲区，豊平

区，清田区，厚別区などにもコンビニ商圏内人口とは相関の薄い地域にも出店しているこ

とが分かる。特に手稲区は JR 沿線であるが空間的自己相関は低いなど特色を示している。

これらは，セイコーマートが北海道で独自戦略の出店を行っている傾向があると見てと

ることができるだろう。例えば，札幌市全体では，コンビニ商圏人口カバー率は６７％，６５

歳以上人口カバー率は７６％であり，かなりの高いカバー率を示している。後述するセブン

イレブンが，約３００店舗を出店している中で，２
　

 つの人口カバー率が６０％を上回っている

ことは出店規模から推測されるが，これも後述するローソンが，セイコーマートと同様に

約２００店舗を出店しているにも関わらず，２
　

 つの人口カバー率が５０％を下回っているとこ

ろは，大きな特色の一つである。
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図７　地理的中心から距離帯別セイコーマート・コンビニ商圏（５００m）と

ホットスポット・コールドスポット（Getis-Ord  ）

空間重み行列：１次隣接行列（queen 型）

Getis-Ord  　地理的中心からの距離帯

（Km）



また，６５歳以上人口カバー率に限れば，セイコーマートは前述のように６７％であり，こ

れに対してファミリーマートは３１％，ローソンは４４％を示しており，セブンイレブンが一

方で６０％に留まることからも，セイコーマートが，買物弱者のカバーの役割を担うことを

出店の条件の１つとして考慮している可能性が見てとることができる。

そして，コンビニエンスストア立地出店とコンビニ商圏内人口および６５歳以上人口との

間には札幌市全体では，空間的自己相関関係は存在していると推計されている。つまり，

現在のセイコーマートの店舗は，中央区ではコンビニ商圏人口カバー率，６５歳以上人口カ

バー率は８０％以上であり，東区，白石区，豊平区では，これらは７０％以上であることから，

札幌市全体にコンビニ商圏内人口との相関の薄い地域への出店を行っている一方で，地理

的中心である札幌駅周辺の中心部に集積していることから，橋本の分析の２０１６年以降，セ

イコーマートは地理的中心からの距離帯５km 圏内に集中して出店を行ってきたと考えら

れる。

３.３.２．セブンイレブン

まず，札幌市セブンイレブン店舗数およびコンビニ商圏内人口等について，分析結果を

表３，図８で整理しておく。
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表３　札幌市セブンイレブン店舗数およびコンビニ商圏内人口

手稲区西区南区清田区豊平区厚別区白石区東区北区中央区札幌市セブンイレブン

１６３７１７１０２８１１１８８０４１７４３３４店舗数

６２,０７０１６８,７００６４,４０７４３,２２２１４５,４２２５４,８８３１１４,７１４２０２,６３５１７１,９１０２０１,５４８１,２２９,５１１
コンビニ商圏
内人口（人）

４４％７９％４５％３７％６７％４３％５５％７８％６１％８５％６３％（カバー率）

１７,２７６４１,８９１２０,１５１１０,９９４３２,７９５１３,８９７２５,２７９４６,６１５４２,０４６４０,３４３２９１,２８６
コンビニ商圏
内６５歳以上
人口（人）

４５％７６％４４％３６％６４％３９％５３％７６％６１％７８％６０％（カバー率）

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。



次に札幌市のセブンイレブンについてのコンビニ商圏を ５００m バッファーで設定した場

合の商圏内人口の Moran’s I 統計量の有意性について図９に示す。中央区の札幌駅周辺

は，全コンビニエンスストアからのコンビニ商圏内人口密度は高い値であり，セブンイレ

ブンの店舗ごとのコンビニ商圏内人口を集計した値でも高い値を示しており，出店立地条

件として空間的自己相関が存在することを示唆するものである。

札幌市のセブンイレブンについてのコンビニ商圏内人口の Getis-Ord   の統計量を計

算し，統計的に有意な高い値の空間クラスター（ホットスポット）と低い値の空間クラス

ター（コールドスポット）を特定し，札幌市のコンビニ商圏の地理的中心を特定し図１０に

示す。
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出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

図８　札幌市各区のセブンイレブン店舗数とコンビニ商圏内人口

図９　セブンイレブン・コンビニ商圏（５００m）内人口分布と Global Moran’s I 統計量

人口（人）



図９，図１０から，ホットスポット（HH：赤）は，東区，中央区，西区に見られ，コー

ルドスポット（LL：青）は中央区で地理的中心からの距離帯別で中心から１km，東区で

地理的中心からの距離帯別３km～１０km で見られる。中央区，東区ではホットスポットと

コールドスポットが混在することから，地理的中心である札幌駅を中心とした１km 圏内

では，セブンイレブンの店舗に限って言えば，店舗数は相対的に少ない傾向がみられる。

しかし，コンビニ商圏人口カバー率，６５歳以上人口カバー率とも７５％以上であることから

札幌市全体から見れば十分な店舗数の拡大となる戦略はとられていると考えられる。

ホットスポット分析からは，東区，中央区，西区に加え，北区，豊平区の各区の地理的

中心からの距離帯別２～５km 圏内に集積していることから，橋本の分析の２０１６年以降，

セブンイレブンは札幌駅中心部向けて集中して出店を行ってきたと考えられるが，地理的

中心である札幌駅を中心とした１km 圏内では，まだ十分な店舗数を出店していないと考

えられるだろう。

３.３.３．ファミリーマート

まず，札幌市ファミリーマート店舗数およびコンビニ商圏内人口等について，分析結果

を表４，図１１で整理しておく。

次に札幌市のファミリーマートについてのコンビニ商圏を ５００m バッファーで設定した

場合の商圏内人口の Moran’s I 統計量の有意性について図１２に示す。中央区の札幌駅周辺

は，全コンビニエンスストアからのコンビニ商圏内人口密度は高い値であり，ファミリー

GIS による札幌市におけるコンビニエンスストアの空間的自己相関分析（角野）

─　　（　　）─9553

図１０　地理的中心からの距離帯別セブンイレブン・コンビニ商圏（５００m）と

ホットスポット・コールドスポット（Getis-Ord  ）

空間重み行列：１次隣接行列（queen 型）

Getis-Ord  　地理的中心からの距離帯

（Km）



マートの店舗ごとのコンビニ商圏内人口を集計した値では，若干複雑である。つまり札幌

駅周辺の１km 圏内以外の中央区では，コンビニ商圏内人口は高い値を示しており，さら

に JR 沿線に沿った豊平区と白石区ではコンビニ商圏内人口は比較的高い値を示している。

しかし，これら以外の清田区，厚別区，手稲区，北区，そして，南区は定山渓方面に至る

までコンビニ商圏内人口は低い値を示しているものの，ファミリーマートの店舗は点在し

ていることが見てとれる。したがって，ファミリーマート個別店舗別コンビニ商圏内人口

カバー率は６５歳以上人口カバー率とともに低いものであるが，総店舗数は約１５０店舗であ

り，他のチェーン各社の店舗数が２００店舗以上であるの対して，絶対的に店舗数は少ない。

そこで，ファミリーマートの出店立地は，各店舗のコンビニ商圏が競合しないように一定

間隔を空けており，南区南部などで点在化する傾向があるものの，店舗数全体ではコンビ

ニ商圏内人口との間で空間的自己相関が存在することを示すことになったと考えられる。

札幌市のファミリーマートについてのコンビニ商圏内人口の Getis-Ord   の統計量を

計算し，統計的に有意な高い値の空間クラスター（ホットスポット）と低い値の空間クラ

スター（コールドスポット）を特定し，札幌市のコンビニ商圏の地理的中心を特定したう
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表４　札幌市ファミリーマート店舗数およびコンビニ商圏内人口

手稲区西区南区清田区豊平区厚別区白石区東区北区中央区札幌市ファミリーマート

４３９３１９６１９２８１９４２１５２店舗数

１５,７８２２８,６３１２４,１００１４,９１８９７,６６１２９,６３８１０９,４２３１０８,６０６９０,１８７１５４,５２４６７３,４７１
コンビニ商圏
内人口（人）

１１％１３％１７％１３％４５％２３％５３％４２％３２％６６％３５％（カバー率）

４,０２８６,５０４７,３７１３,５９４２１,００４６,６６２２３,７３３２５,４２４１９,９０１３１,０２５１４９,２４６
コンビニ商圏
内６５歳以上
人口（人）

１０％１２％１６％１２％４１％１９％５０％４１％２９％６０％３１％（カバー率）

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

図１１　札幌市各区のファミリーマート店舗数とコンビニ商圏内人口



えで図１３に示す。

図１２，図１３のホットスポット（HH：赤）は中央区，東区に見られ，コールドスポット 

（LL：青）は中央区で地理的中心からの距離帯別で中心から２km で特に見られる。コン

ビニ商圏人口カバー率，６５歳以上人口カバー率とも低く，中央区の６０％台が最高であるが，

同時に札幌駅周辺部ではコールドスポットでもある。一方でホットスポット分析では中央

区，東区に加え，北区，白石区，豊平区の各区の地理的中心からの距離帯別３～５km 圏

内に集積していることから，橋本の分析の２０１６年以降，ファミリーマートはサークルＫサ

ンクスなどと合併し，札幌駅中心部から外に向けて距離帯別４～５km 圏内に出店を行っ

てきたと考えられ，中心部に向けての出店はまだ十分ではないと考えられる。

GIS による札幌市におけるコンビニエンスストアの空間的自己相関分析（角野）
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図１２　ファミリーマート・コンビニ商圏（５００m）内人口分布と Global Moran’s I 統計量

人口（人）

図１３　地理的中心からの札幌市内ファミリーマート・コンビニ商圏（５００m）内人口と

ホットスポット・コールドスポット（Getis-Ord  ）

空間重み行列：１次隣接行列（queen 型）

Getis-Ord  　地理的中心からの距離帯

（Km）



ファミリーマートは，札幌市全体の店舗数は約１５０店舗と他の３社と比較して少ない。

特に，コンビニ商圏人口カバー率は３５％，６５歳以上人口カバー率は３１％であり，出店との

空間的自己相関は低いと予測される中，Moran’s I 統計量は有意であると推計されている。

これは，図１３のホットスポット分析から推測されるように，ファミリーマートも他のチェー

ンと同様に地理的中心である札幌駅周辺に出店を集積しており，この立地出店から空間的

自己相関が存在すると示されていると考えることができるだろう。

また，コンビニ商圏人口カバー率，６５歳以上人口カバー率ともに３０％台であり，約１５０

店舗の中で，収益性を考慮にいれた出店を考えるのであれば，札幌市全体に出店するので

はなく，札幌駅周辺に出店する戦略になることは想像できると考えられる。 

３.３.４．ローソン

まず，札幌市ローソン店舗数およびコンビニ商圏内人口等について，分析結果を表５，

図１４で整理しておく。
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表５　札幌市ローソン店舗数およびコンビニ商圏内人口

手稲区西区南区清田区豊平区厚別区白石区東区北区中央区札幌市ローソン

１２２３５８２１９１７２５２８６４２１２店舗数

４５,３８８１１６,８００１０,０００３４,００３１２９,０８４４７,１５２１１６,２８９１３２,４０６１３２,８５６１７１,１６６９３５,４１５
コンビニ商圏
内人口（人）

３２％５５％７％２９％５９％３７％５６％５１％４７％７３％４８％（カバー率）

１０,８１１３０,０６２３,２４５９,０１０２８,８７０１２,０１１２６,６５２３０,２３６３０,８１３３３,８５３２１５,６３６
コンビニ商圏
内６５歳以上
人口（人）

２８％５５％７％３０％５６％３４％５６％４９％４４％６６％４４％（カバー率）

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

出所：NTT タウンページ『ｉタウンページ』から店舗データを抽出し筆者が加工。

図１４　札幌市各区のローソン店舗数とコンビニ商圏内人口



次に札幌市のローソンについてのコンビニ商圏を ５００m バッファーで設定した場合の商

圏内人口の Moran’s I 統計量の有意性について図１５に示す。中央区の札幌駅周辺は，全コ

ンビニエンスストアからのコンビニ商圏内人口密度は高い値であり，ローソンの店舗ごと

のコンビニ商圏内人口を集計した値では特に高い値を示しており，また，札幌駅周辺では

豊平区，白石区でも高い値を示している。これらは JR 沿線に沿った札幌駅周辺であるが，

ローソンは，コンビニ商圏内人口の値が低いものの手稲区，南区，清田区，厚別区などに

も点在的に出店し，札幌市全体でコンビニ商圏人口をカバーする。

ローソン個別店舗別コンビニ商圏内人口カバー率は６５歳以上人口カバー率とともに中央

区以外は６０％のカバー率より低く，特に南区では１０％のカバー率よりも低く，特に低い値

を示している。しかし，総店舗数は他のチェーン各社の店舗数と同様に２００店舗以上であ

る。ローソンは店舗別に見たコンビニ商圏内人口カバー率および６５歳以上人口カバー率は

低い値を示すが，一定間隔を空けて効率的な店舗出店を行っている特徴が挙げられる。

特に手稲区，北区，清田区，厚別区，南区南部など札幌駅周辺から離れた郊外でも点在

化した店舗立地が特徴であり，店舗数全体ではコンビニ商圏内人口との間で空間的自己相

関が存在することを示すことになったと考えられる。

札幌市のローソンについてのコンビニ商圏内人口の Getis-Ord   の統計量を計算し，

統計的に有意な高い値の空間クラスター（ホットスポット）と低い値の空間クラスター

（コールドスポット）を特定し，札幌市のコンビニ商圏の地理的中心を特定し図１６に示す。

図１５，図１６のホットスポット（HH：赤）は中央区に店舗数が集中しており，続いて JR 

GIS による札幌市におけるコンビニエンスストアの空間的自己相関分析（角野）
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図１５　ローソン・コンビニ商圏（５００m）内人口分布と Global Moran’s I 統計量

人口（人）



沿線で西区，北区，豊平区で比較的集中している。コールドスポット（LL：青）は中央区

で地理的中心からの距離帯別で中心から２km で特に見られる。

コンビニ商圏人口カバー率は７０％以上，６５歳以上人口カバー率は６５％以上であるが，そ

の他の区では５０％台もしくはそれ以下である。ローソンの店舗の中では中央区が６０店舗以

上であるが，その他の区では３０店舗を下回っている。しかし，ファミリーマートよりは，

札幌市全体では店舗数も多く，２００店舗以上であり，その中ではホットスポット分析では

中央区に加え，北区，東区，豊平区，西区の各区の地理的中心からの距離帯別１～５km 

圏内に集積していることから，橋本の分析の２０１６年以降，札幌駅中心部から外に向けて距

離帯別４～５km 圏内に出店を行ってきたと考えられるが，中心部に向けての出店，特に

地理的中心からの距離帯別２km 圏内では，ホットスポットとコールドスポットが混在し

ており，中心部に向けての出店はまだ十分ではないと考えられる。

３.４．コンビニチェーンの距離帯別店舗数―橋本（２０１６，２０１９）分析の結果の概要―

本研究を発表する直前に橋本（２０１９）が発行され，「第１４章　札幌市におけるコンビニ

立地分析」の内容が改訂された。そこで，本研究が改訂された分析に基づき空間的自己相

関分析を行ってきたので，分析結果を対比する必要性も生じてきたため，橋本（２０１９）に

沿った形の分析を行った結果を最終節に概要を整理する形で示しておくことにする。

本研究と橋本（２０１６，２０１９）の分析の違いは，橋本の分析で行われなかった空間的自己

相関分析を行っているところにある。そこで，橋本（２０１６）では，政府統計オープンデー
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図１６　地理的中心からの札幌市内ローソン・コンビニ商圏（５００m）内人口と

ホットスポット・コールドスポット（Getis-Ord  ）

空間重み行列：１次隣接行列（queen 型）

Getis-Ord  　地理的中心からの距離帯

（Km）



タである e-Stat ２０１０年国勢調査（小地域）データをもとに人口分布図などを作成してい

たが，本研究および橋本（２０１９）では２０１５年国勢調査（小地域）データをもとに分析を

行っている点では，データの新旧を対比する部分は少なくなっていると言える。

しかし，橋本の分析の中心をなす「最高地価点からの距離帯別店舗数」は，やはり本研

究では空間的自己相関分析を中心としているので「局所的自己相関分析」の１つである

「地理的中心の算出と分析」を中心としているので，分析結果とデータ整理の段階では，

異なった角度からコンビニエンスストアの立地条件の分析を試みた。

そこで，橋本の分析とデータの新旧の対比が少なくなったこともあり，最後に本研究で

も「最高地価点からの距離帯別店舗数」の分析結果をまとめておくことにする。そこで，

橋本と同様に札幌市の地価データから最高地価点を算出し，コンビニエンスストアの距離

帯別店舗数を図１７で，さらに各チェーンの距離帯別店舗数を図１８でまとめておくことにす

GIS による札幌市におけるコンビニエンスストアの空間的自己相関分析（角野）
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図１７　コンビニエンスストアの最高地価点からの距離帯別店舗数

（店）

（km）

図１８　各チェーンの最高地価点からの距離帯別店舗数

（店）

（km）



る。

本研究でも札幌市のコンビニエンスストアの店舗数，各区の店舗数，および各チェーン

の札幌市の店舗数，各区の店舗数を見てきたので，両分析を対比する上では，このような

図を整理しておくことで，分析の違いについての理解が深まるものと考える。

図１７，図１８から分かるように札幌駅を中心とした周辺地域（最高地価点も札幌駅より大

通り方向へ少し南寄りであり，地理的中心が札幌駅であることから，５００m 程の誤差は生

じると判断される。）２km 周辺と４～５km 周辺が多く，１
　

 km 周辺では少ないことが分

かる。これは本研究のホットスポット分析でも検証されていることである。各チェーンの

店舗数でも同様の結果であり，各店舗は，徐々に札幌駅周辺から外に向かって増加傾向に

あると言えるのかもしれない。特に以前は１２０店舗を上回る距離帯はほとんど存在しなかっ

たことを考え合わせると，このことが理由付けられると言えるかもしれない。

４．お　わ　り　に

本研究では，GIS を利用して札幌市におけるコンビニエンスストアの立地条件を分析す

るために，出店情報を最新の NTT タウンページ『ｉタウンページ』から入手し，東京大

学空間情報科学研究センターが提供する『CSV アドレスマッチングサービス』から空間情

報を付加しポイントデータに加工した。そして，国土地理院が提供する基盤地図情報をも

とに札幌市の地図情報を用いて地図化し，政府統計オープンデータである e-Stat ２０１５年

国勢調査から札幌市の境界データおよび人口などの統計データを用いてコンビニ商圏内人

口などを推計した。

橋本（２０１６）の札幌市のコンビニ立地分析について，コンビニエンスストア大手３社の

セブンイレブン，ファミリーマート（橋本の分析ではサンクスとされている。），ローソン，

そして北海道独自戦略とするセイコーマートとし，河端（２０１５，２０１８），鈴木ほか（２０１９）

などの空間的自己相関分析を行い，新たなコンビニエンスストア各社の立地条件を検証し

た。

札幌市におけるコンビニエンスストアの立地条件の分析は， GIS を用いて空間的自己相

関分析を行うことで，地域内のコンビニ店舗数と人口との空間的自己相関の有無を示し，

かつホットスポットあるいはコールドスポットを特定することでンビニエンスストア各社

の立地条件の特徴を明らかにした。その上で大手３社であるセブンイレブン，ファミリー

マート，ローソンと北海道独自戦略のセイコーマートとでは，出店戦略に相違があること
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も検証された。

コンビニ商圏内の人口に関しては，橋本（２０１６），大場（２０１９）による分析から人口密

度によるバファー内面積による按分から人口密度を算出し，総人口，６５歳以上人口，そし

て，７５歳以上人口なども算出し，コンビニエンスストアの存在により，コンビニ商圏内の

人々と買物弱者と言われる６５歳以上の人々を，札幌市内に限ればある程度，ほぼ８０％程度

までカバーしていることも検証された。

札幌市のコンビニエンスストア全店舗に対するコンビニ商圏に対する地理的中心からの

距離帯別の店舗の状況を分析すると，地理的中心がほぼ札幌駅の上にあることが分かった

が，地理的中心からの距離帯別では５km から １５km までの範囲内でも JR 沿線にコンビ

ニ商圏が東西に幅広く点在し，ホットスポットも同様な状況で広がっていることも明らか

となった。また，札幌市全域での人口カバー率および６５歳以上人口カバー率は８５％以上で

あることから，札幌市の住民の居住ついては，東部および西部の JR 沿線などに集中して

居住している特徴がある。そこで札幌市におけるコンビニエンスストアの各チェーンの 

立地戦略の分析は，河端（２０１５，２０１８），鈴木（２０１９）による地理的空間加重回帰分析

（GRW：Geographically Weighted Regression），他には Brunsdon et al.（１９９６）， 

Fotheringham et al.（１９９８）に沿った分析手法を用いることで，国土交通省が提供する

「鉄道データ」，「駅データ」，そして「乗降客数データ」なども取り入れた鉄道沿線の要因

も併せて分析の対象とすることで，モデル分析の精度と結果を向上させることができるで

あろう。
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